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市では、市広報紙、公式ホームページに掲載する有料広告を募集しています。詳細は、市 HP で確認できます。
問秘書政策課広報報道担当 ☎0940（36）1055

広告申し込み
ＱＲコード

●保険料の算定方法（下図参照）
　保険料は、被保険者全員が負担する「均等割額」と被保険者の所得
に応じて負担する「所得割額」を合計した金額です（年額62 万円が上
限）。
▶総所得金額等が 33 万

円以下の場合は、所得
割額はかかりません

▶保険料は県内どの地域
でも同じ基準で算定さ
れます

▶ 保 険 料 は 加 入 者 ご と
に算定されます。保険
料率（均等割額、所得割
率）は、２年ごとに見直
され、平成30 年度に改
定されています

　日本国内に住んでいる 20 歳以上60 歳未満の人は、国民年金への加入が
義務付けられています。

【保険料納付案内書を発送】
　平成30 年度分の「免除（全額、４分の３、半額、４分の１）」や「納付猶予」
が承認されていた人には、日本年金機構（東福岡年金事務所）から令和元年
度分の｢国民年金保険料納付案内書｣が７月上旬に発送されます。
＊継続審査の対象になっている人には、発送されません
＊就職して厚生年金や共済年金に加入した場合は、納付しないでください
【保険料納付が困難な人は免除などの申請を】
　現在、保険料の納付が困難な人は、所得審査対象者の所得が基準以下であ
れば「免除」「納付猶予」「学生納付特例」の制度を利用できます。
【申請に必要なもの】
▶基礎年金番号か個人番号（マイナンバー）が分かるもの（年金手帳、保険料

納付案内書、マイナンバーカードなど）
▶運転免許証など本人確認できるもの
▶印鑑（本人が申請する場合は不要）　　
▶代理人の場合は、運転免許証など代理人の本人確認できるもの、別住所の

場合は委任状
▶「学生納付特例」の場合は、学生証（コピー可）または在学証明書
▶失業などで会社を辞めた場合は、離職年月日が確認できる公的機関の証

明（雇用保険受給資格者証、雇用保険被保険者資格喪失確認通知書など）

 申 問▶市民課国民年金係（本館１階） ☎（36）1128
 　　 ▶東福岡年金事務所国民年金課 ☎092（651）7967

国民年金第１号被保険者のみなさんへ

免除・納付猶予の申請について
後期高齢者医療保険加入者のみなさんへ

平成31年度の後期高齢者医療保険料が決定

【国民年金保険料免除申請など】
①一般の免除申請 ②納付猶予申請 ③学生納付特例

対象 納付が困難な人
（学生を除く）

20 歳以上
50 歳未満の人
（学生を除く）

20 歳以上の学生

所得審査の対象 本人、世帯主、
配偶者 本人、配偶者 本人

申請の年度単位 ７月～翌６月　（７月以降受付） ４月～翌３月
（４月以降受付）

申請が
可能な期間 申請月の２年１月前分まで申請可

＊一般の免除申請で、一部免除（４分の３、半額、４分の１免除）の承認を受け
た場合、残りの額を納付しないと「未納期間」となります。保険料の納付状況
によっては、万が一、障がいや死亡などの事態が生じたときに、障害基礎年金
や遺族基礎年金を受け取ることができない場合があります

サラリーマン・公務員ら

第２号被保険者

第２号
被保険者の
被扶養配偶者

第１号被保険者第１号被保険者
第３号被保険者

今回のお知らせはここ（学生、自営業、農林漁業者ら）が対象です

自営業者ら

　市では、70 ～ 74 歳の国民健康保
険加入者へ、８月から使用する「福岡県
国民健康保険高齢受給者証」を郵送し
ます。８月１日以降に医療機関を受診
するときは、更新後の新しい「福岡県国
民健康保険高齢受給者証」と「福岡県国
民健康保険被保険者証」を提示してく
ださい。
期７月中旬
対国民健康保険被保険者で、昭和19
年８月２日から同24 年８月１日まで
に生まれた人
＊後期高齢者医療制度の適用を受けて

いる人を除く
問国保医療課国民健康保険係 ☎（36）1363

福岡県国民健康保険
高齢受給者証を郵送します ７月中旬

福岡県国民健康保険高齢受給者証 

記 号 番 号

住 所

氏 名

生年月日

氏 名

発効期日

保険者番号並

びに保険者の

名称及び印

宗

福岡県

宗 像 市
ＴＥＬ

世

帯

主

対
象
被
保
険
者

交付年月日 令和元年 ８月 １日
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高齢受給者証

　平成30 年中の所得が確定したことに伴い、同31 年度の保険料が決
定しました。７月中旬に、被保険者（加入者）のみなさんへ「平成31 年
度後期高齢者医療保険料額決定通知書」を郵送します。

●保険料の軽減
①均等割額の軽減（世帯の所得に応じて軽減）
②被用者保険の被扶養者であった人の軽減
＊上記①②について、平成31 年度から保険料の軽減制度が変わりま

す。詳細は、通知書に同封のリーフレットで確認を

問国保医療課後期高齢者医療係 ☎（36）1348

【保険料の計算方法】

＋＝
保
険
料

均等割額

56,085円

所得割額

総所得金額等 （＊）
ー33万円

（基礎控除額）
×

所得割率 10.83%

（＊） 総所得金額等とは　
　前年中の ｢公的年金等収入－公的年金等
控除｣ ｢給与収入－給与所得控除｣ ｢事業収
入－必要経費｣ などの合計額です。社会保
険料控除、生命保険料控除などの各種控除
は適用されません


